
 
資料２－２ 

文部科学省における第５期科学技術基本計画の進捗状況の把握と 

分析結果について（要約版） 

 

平成 30 年 8 月○日 

 

文部科学省における第５期科学技術基本計画の進捗状況について、俯瞰マッ

プを踏まえた把握及び分析を行い、今後の方向性について以下のとおりとりま

とめた。今後、第５期基本計画中の残りの期間における具体的な取組へ反映され

ることを期待する。 

 

〇 基本計画の進捗状況  

 

１．人材の育成確保・活躍促進（俯瞰マップ７） 

（進捗状況及び分析） 

 科学技術イノベーション人材の基盤となる大学院段階については、修士課程

修了後に博士課程へ進学する者の人数及び割合が減少傾向にあり、優秀な人

材の博士課程進学の促進が必要。 

 また、若手研究者については、大学における若手ポストに増加が見られず、

若手研究者の安定かつ自立した研究環境の整備が必要。 

＜今後の方向性＞ 

 優秀な人材の博士課程進学を促進するため、博士課程学生に対する多様な経

済的支援の充実や、修士課程学生の進路決定プロセス等を踏まえた効果的な

進学促進方策の検討を行う。 

 若手研究者の安定かつ自立した研究環境を実現するため、卓越研究員事業の

運用改善を図るとともに、国立大学法人等における人事給与マネジメント改

革を促進する。 

 

２．人材の多様化・流動化（俯瞰マップ８） 

（進捗状況及び分析） 

 女性研究者については、大学における登用が増加してきている。諸外国と比

較すると女性研究者割合は依然として低い水準にあり、上位職に占める女性

研究者の割合も低い状況。 

 近年、海外への研究者の派遣者数及び海外からの研究者の受入者数は微増し

ているものの、2000 年頃をピークに研究者の派遣・受入は停滞しており、研

究者の国際流動性に課題がある。 
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＜今後の方向性＞ 

 女性研究者の更なる活躍促進を図るため、全国の大学や研究機関における取

組を促進するとともに、それらの優れた知見の普及・展開を図るための全国

ネットワークの構築を行う。 

 国際流動性の不足については、高校生・大学生の段階からの留学生の減少傾

向とも合わせ、その根本的な原因の精査を引き続き行う。若手研究者の国際

化、優れた国際共同研究の支援、国際的なネットワーク構築支援、教育研究

環境の国際化等にむけた取組を引き続き行う。 

 

３．学術研究・基礎研究推進関連（俯瞰マップ９） 

（進捗状況及び分析） 

 世界トップレベル研究拠点プログラム（ＷＰＩ）において優れた研究論文を

多数輩出しているほか、戦略的創造研究事業においては、iPS 細胞の樹立、

IGZO の開発等、優れた成果を創出してきた。科研費について新たな研究種目

を創設し、挑戦的な研究の推進を促している。 

 大学共同利用機関法人、共同利用・共同研究拠点における研究実績は増加、

学術研究の大型プロジェクトも推進された。 

 一方、我が国全体の状況としては、サイエンスマップにおける「国際的に注

目を集めている研究領域」への参画数が伸び悩んでいることが指摘されてお

り、若手による研究や挑戦的な研究の奨励による研究生産性の向上が求めら

れている。 

＜今後の方向性＞ 

 我が国全体の研究力強化に向けて、引き続き着実に世界トップレベルの研究

拠点形成や、成果の横展開に取り組む。加えて、若手研究者が自立的に挑戦

的な研究に取り組むためのファンディングの充実、新規領域の拡充等の取組

を行い、我が国全体の基礎研究力の強化を目指す。 

 学術研究を担う若手研究者の自律的な研究を支えるため、科研費について、

若手研究者を中心とした種目への重点化等の配分の見直しを推進。 

 共同利用・共同研究体制については、大学改革等の動向を踏まえ研究力向上

に向けた機能強化を図る。 

 

４．研究基盤の強化関連（俯瞰マップ１０） 

（進捗状況及び分析） 

 特定先端大型研究施設の整備・共用が進んでいるが、今後も継続して産学官

の利用を促進していくためには、維持・運転等に必要な経費を確実に確保す

るとともに、これまで以上に利用者ニーズを踏まえた施設の整備・共用を図
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ることが課題。 

 大学等の研究設備機器については、新たな共用システム導入支援プログラム

により研究組織単位での共用が進んでいるが、継続的な共用システムの維

持・運営のために、自立的なシステムの確立や機関内での水平展開が課題。

また、共用システムを導入していない他大学への水平展開も課題。 

 大学研究施設の共同利用や産学官連携等を支える学術情報ネットワーク

（SINET）は安定的に運用されている。 

 オープンサイエンスについては、研究データの共有・公開が進んでいる研究

機関等は一部にとどまっており、その進展には課題がある。 

 

＜今後の方向性＞ 

 今後の 3C（特定先端大型研究施設、共用プラットフォーム、新たな共用シス

テム）の機能について、検討を行う。特に、共用プラットフォームについて

は、今年度内に実施される中間評価の結果を踏まえ、各共用プラットフォー

ムの特性に応じた今後の方向性について検討する。 

 新たな共用システム導入支援プログラムにおける好事例を広く国内の大学

等に周知する活動を推進するとともに、今後は、これら機関が近隣の大学や

企業等と連携し、相互に研究設備機器を共用する仕組みの構築を検討する。 

 情報流通基盤である学術情報ネットワーク（SINET）を引き続き整備する。 

 オープンサイエンスを推進する観点から、研究データを搭載できるシステム

の整備、各機関のデータ管理・利活用方針の策定、研究者等の意識向上に資

する方策の検討を推進。 

 

５．資金改革の強化関連（俯瞰マップ１１） 

（進捗状況及び分析） 

 大学及び国立研究開発法人の基盤的経費、競争的資金はほぼ横ばいとなって

おり、競争的資金以外の競争的研究費について間接経費を 30％措置するな

ど制度改善を進めている。オープンイノベーションの進展に伴い、大学及び

国立研究開発法人が企業から受け入れた研究費は増加傾向。 

＜今後の方向性＞ 

 科研費については、柔軟な使用の促進等を含めた科研費改革を引き続き実施

し、使いやすさの向上を図る。また、更なる多様な財源の活用に向けて、「組

織」対「組織」の大型の共同研究を本格的に推進する。 

 

６．オープンイノベーションの推進（俯瞰マップ１２） 

（進捗状況及び分析） 
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 大学等における産学官連携活動の規模は着実に拡大しているものの、共同研

究一件当たりの規模は小さく、「組織」対「組織」による本格的な共同研究

の拡大に課題がある。 

＜今後の方向性＞ 

 現在実施している大規模産学連携拠点の構築や、大型共同研究の集中的なマ

ネジメント体制の構築等に引き続き取り組む。 

 

７．技術シーズの事業化（俯瞰マップ１３） 

（進捗状況及び分析） 

 大学等発ベンチャーの設立数は一時増加したものの、その頃をピークに減少。

技術シーズを有する研究者とベンチャー経営者候補の人材に対して、アント

レプレナー教育の提供等への支援を行っている。大学等における特許権の保

有件数と実施等件数は両者とも増加しているが、実施等件数に比べて保有件

数の伸びが大きい状況にあり、研究成果の幅広い活用を見据えた知財の活用

が必要。 

＜今後の方向性＞ 

 現在実施している企業家人材の育成や大学発ベンチャー創出等の支援を引

き続き行い、ベンチャー・エコシステムの創出を図る。また、共同研究など

の成果について、取り扱いや契約に関する調査研究の活用を大学等に促し、

柔軟な契約交渉を促す。 

 

８．地方創生（俯瞰マップ１４） 

（進捗状況及び分析） 

 地域の特色を活かしながら、事業化の実現やベンチャー企業の創出、技術移

転等の地域科学技術イノベーション施策に取り組んできたが、事業化の成功

モデルを全国に展開させる必要がある。 

＜今後の方向性＞ 

 人文社会を含む異分野の人材を糾合し、地域が主体的に科学技術イノベーシ

ョンに取り組むことを目指す。 

 

９．国際関係強化（俯瞰マップ１５） 

（進捗状況及び分析） 

 国際共著論文数が伸び悩み、日本の研究の国際化が欧米先進国に後れをとっ

ており、Top10%論文における国際シェアが低下している。 

＜今後の方向性＞ 

 優れた国際共同研究の支援や国際的な研究拠点の形成を促進し、国際的なネ
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ットワーク構築支援を行うほか、ファンディング機関や大学において、英語

での公募情報の提供や申請の受け付けの実施、海外大学とのジョイントディ

グリーの導入拡大など、教育研究環境の国際化等を目指す。 

 

１０．社会との関係深化（俯瞰マップ１６） 

（進捗状況及び分析） 

 若い年代を中心に科学技術に対する関心が減少しており、研究者等の国民の

双方向のコミュニケーション活動のより一層の推進等が必要。 

（今後の方向性） 

 引き続き、日本科学未来館等を活用し、幅広い世代に自然や科学の面白さを

伝えるとともに、科学技術イノベーション政策を科学的に進めるための「科

学」を深化させるため、必要な人材の育成や政府研究開発投資の経済的・社

会的波及効果に関する調査研究に引き続き取り組む。 

 

 

〇 今後必要な検討の視点  

第６期科学技術基本計画に向けて、文部科学省が示すべきビジョンとはどの

ようなものか。 

 大学・国立研究開発法人を所管し、研究開発の現場と近い文部科学省は、現

場立脚の課題認識の下、産業界・アカデミアをはじめとする関係者と共有す

べき技術・研究ビジョンを示していくことが重要ではないか。 

 新興・融合領域を発見し、将来の重要課題や研究領域を先取りして、迅速に

文科省の政策へのフィードバックを行うべきではないか。 

 エビデンスを提示しやすい施策に偏重しない、科学技術の振興に資する真に

有効なＥＢＰＭとはどのようなものか。 

 科学技術政策を進めるにあたり、研究生産性をどのように捉えるべきか。 


